平成30年度　第３回建設事業評価審議会都市整備部会議事概要

日　　時　平成30年７月27日（金）　10時00分～12時00分
場　　所　大阪赤十字会館３階302会議室
出席委員　松島部会長・伊藤委員・恩地委員・北詰委員・酒井委員・藤原委員・門上委員
（７名）

議　　題　（１）審議対象事業について

　　　　　（２）その他

【議事概要】（◆部会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）

（１）審議対象事業について

◆　事務局から配付資料に基づき説明

　資料１－１：　追加説明資料①（第2回審議会での審議実施事業　公園事業）

資料１－２：　追加説明資料②（第2回審議会での審議実施事業　道路事業）

資料１－３：　追加説明資料③（街路事業：十三高槻線）

資料１－４：　追加説明資料④（街路事業：大阪岸和田南海線）

資料２－１：　事前評価審議案件概要及び事務局確認内容

資料２－２：　再評価（再々評価）審議案件概要及び事務局確認内容

資料３　　：　審議等スケジュール（案）
◆［部会長］
　では、審議に入る。

蜻蛉池公園整備事業については、前回審議において、幾つか意見があった。

　①前回、各委員よりユーザーサイドの視点が無いといった意見もいただいたため、利用実態調査結果の概要の報告。
　②開設済区域・事業中区域・未着手区域の３区域を段階的に整備することによる相乗効果について、定性的で良いので記載すべきとの意見を踏まえた評価調書の修正等。
以上について、まとめて説明をお願いする。
◆［都市整備部都市計画室］
資料１－１「追加説明資料①」に基づいて説明。

（蜻蛉池公園整備事業）
・前回資料では、平成29年度に実施した利用者満足度調査の結果について、一部しか記載していなかったため、調査の概要について説明する。
・平成29年度利用者満足度調査については、平成29年９月18日から10月10日にかけて公園利用者を対象に直接記入等により実施したもの。
・属性としては、ファミリー層の利用が多く、滞在時間は２～３時間程度が多い。

・公園全体の満足度は７割程度、特に植物管理に関する満足度が高い。
・年齢層が高くなるに従い、散歩や花みどりなどの自然に親しむ活動を利用目的とする方々が多い。

・整備に関する意見としては、「子供が安心して遊べるように変に手を加えないでほしい」、「自然をもっと生かして欲しい」といった自然に親しめる公園整備に対する意見があった。
・事業の必要性等に関する視点に、「現在、各種スポーツ施設や花と緑に親しめる芝生広場などのある広場ゾーンを中心に開設し、年間約80万人を超える府民に利用されている。今後、丘陵ゾーンや森のゾーンなど、開設区域とは性格の異なる区域が整備され、既存の広場ゾーンと一体的に利用されることにより、多様なニーズに応じた幅広い年齢層の利用が見込まれ、新たな需要層の開拓や多世代交流などの誘発的効果も期待できる」を追記。

◆［部会長］
ご質問等はないか。

○　事業の必要性等に関する視点について、端的にまとまった記述としていただいた。誘発的効果や新たな需要層の開拓などは、単に整備しただけでは実現しない。イベントやソフト施策をあわせて的確に行うことで効果が発現するため、しっかり実施していただくようお願いする。
○　新たな公園整備にあたりユニバーサルデザインの視点は入っているのか。整備後に追加となると新たな予算が必要となる。
⇒［都市整備部都市計画室］

大阪府では、「大阪府ユニバーサルデザイン推進指針」を6月に策定したところ。公園はユニバーサルデザインを先導的に取り組むべき施設と認識しており、ハード・ソフト幅広いが、可能な範囲で実施していく。
◆［部会長］

特にその他意見が無いようでしたら、前回確認いただいたとおり、本件は「事業継続」とさせていただく。
◆［部会長］

　　引き続き、前回審議を行った主要地方道茨木摂津線（仮称：佐保橋梁）道路改良事業であるが、本件についても、前回審議において、幾つか意見があった。
①平成４年に実施した環境アセスメント及び土質調査結果の提示。

②本案件が道路改良事業であることから橋梁ありきではなく、評価調書の代替案において橋梁を選択した理由を追記。

以上について、まとめて説明をお願いする。

◆［都市整備部交通道路室］

資料１－１「追加説明資料②」に基づいて説明。

（主要地方道茨木摂津線（仮称：佐保橋梁）道路改良事業）
・橋梁形式とした理由としては、彩都の中部と東部地区の谷部分を結ぶ区間であり、仮に盛土形式を採用した場合には、膨大な盛土材が必要となり用地や環境への影響も大きくなることに加え、谷筋にある河川や道路の付け替えも生じ、費用も含め影響が非常に大きい。

・また、谷の低い所を渡す場合には、造成地の膨大な切土が発生し、まちづくりに影響を及ぼす。

・以上を踏まえ、橋梁形式を採用することとし、評価調書の記載内容を「彩都全体のまちの骨格となる道路であることに加えて、彩都のまちづくりの造成計画を含めた地形条件を踏まえて、道路位置及び構造を検討した結果、本案が最適である。」に修正。
・平成４年２月の環境影響評価書では、大気汚染、騒音については予測結果が保全目標を満足する結果となり、計画路線では重要な植物は確認されておらず、周辺地域の動物・植物については、大気汚染の影響も軽微であるため相当程度保全されるとの予測結果となった。

・工事中の環境保全対策としては粉塵対策等を実施することが記載されている。
・過去に実施した近隣のボーリングデータによると、一部破砕帯が確認されているが、事業化された後、地盤特性を把握するため詳細な調査を実施することとしている。
◆［部会長］

ご質問等はないか。特に意見がないようなので、前回確認いただいたとおり、本件は「事業実施」とさせていただく。
◆［部会長］

次に、街路事業である「都市計画道路　十三高槻線（正雀工区）街路事業」の審議を行うので説明をお願いする。

◆［都市整備部交通道路室］

資料１－３「追加説明資料③」に基づいて説明。

（都市計画道路　十三高槻線（正雀工区）街路事業）

　　・ＪＲ京都線に沿った既存道路の主要地方道大阪高槻京都線のバイパス道路である。

・主要地方道大阪高槻京都線は、広域緊急交通路に指定されている。

・本路線の整備により、既存道路の交通渋滞を緩和するとともに防災機能の向上を図るもの。

・事業概要としては、延長１．３ｋｍ、全体事業費約１９６億円、前回評価（H25）より事業費が約６０億円減少。理由としては、鉄道との立体交差部の構造をアンダーパスから橋梁によるオーバーパスに見直したため。B/Cは1.64となる。

・事業区間１．３ｋｍを２つの区間に分割して整備中。１期区間はH26年4月に本線を供用し、電線共同溝等の残工事を実施中。H31年度に完了予定。

・２期区間は、用地進捗率92%、買収が完了した区間から順次工事を実施中。

・既存道路である主要地方道大阪高槻京都線の交通量は若干減少傾向であるが、依然として渋滞が発生している。また、本路線の前後区間も既に整備済みとなっており、本事業の完了により一連区間が連続して通行可能となる。

・費用便益比としては、総便益４２９．９億円、総費用２６２．３億円、B/C=1.64となる。

・差分図では、本事業区間に2万3700台増加し、既存道路の大阪高槻京都線の交通量が減少すると予測している。

・本事業の実施に伴い鉄道および河川部が立体交差化され、交通網の分断が解消や災害発生時の広域緊急交通路の確保、物流の効率化等に寄与する。

・対応方針（原案）としては、広域的な幹線道路ネットワークの強化、防災機能の強化、現道の渋滞緩和などの必要性について変化がないことから事業継続としている。
◆［部会長］

ご質問等はないか。

○　事業を巡る社会経済情勢の変化について、交通量が平成22年から平成27年で若干減っているが渋滞には変化がないとの説明であったが、この事業を巡る社会経済情勢の変化の項目でチェックする内容は、この一点だけで良いのか。

⇒［都市整備部交通道路室］
事業を巡る社会経済情勢の変化としては、交通量の変化と前後区間においても整備を進めてきていることを説明した。その他、一般論的には経済等もあると思うが、今回は街路事業に係る部分について説明。
○　ご質問の意図は、経済情勢の評価とは、もう少し広い視点だということ。日本や大阪の人口やGDPの変動状況を踏まえ、本事業の判断に効いてくるものとしては、将来交通がどうなるかの一点だと思う。

交通量センサスとしては、若干減少傾向にあるため、最新データに基づいて完成年度の交通量を予測した場合、現在の試算である平成17年ベースで平成42年を推定したものより若干減ることが想定でき、それがどの程度影響を及ぼすのかを説明いただければ良い。

⇒［都市整備部交通道路室］

交通量が若干減っていることから、感度分析を行った。本来、便益算出する場合には交通量の配分等を実施すべきだが、今回は、詳細に配分し直すことまでは実施せず、便宜上、便益をマイナス20％で計算した。結果としては、費用便益としては1.3程度となり、交通量の減少により便益が下がったとしても事業としては妥当だと考える。
○　その場合でも渋滞の状況は変わらず交通容量を超えているのか。
⇒［都市整備部交通道路室］
　　変わらない。

○　社会経済情勢としては、確かにこの交通の情報だけでは少ないという印象を受ける。防災の側面として、大阪府では様々な道路を広域緊急交通路に指定している。この道路の必要性について、現道の大阪高槻京都線や近隣の道路では災害発生時に十分にカバーできないといった説明があれば良いと考える。
⇒［都市整備部交通道路室］

　　社会経済情勢の変化として、GDPの伸びや人口などを含めて交通量という形で示させていただいたが、周辺状況として、例えば並行する大阪高槻京都線のすぐ南側の吹田操車場の跡地には、国立循環器病センターや吹田市立病院の移転が予定されるなど周辺のまちづくりが変化しており、そのアクセスとして、混雑する現道の大阪高槻京都線の代替機能や周辺の交通を減少させる機能などの視点がある。さらに、近隣には7ヘクタールもある物流倉庫ができたため、今後、交通量の増加が見込まれるなど、ご指摘のあった広域緊急交通路の防災面や周辺の変化も含め、この道路の必要性について追加する。

○　全体事業費の約196億円の内、残る用地買収や工事に必要となる金額は。

⇒［都市整備部交通道路室］

全体事業費196億のうち160億円を既に執行しており、用地費については87億のうち82億円を執行済み。

○　大阪府として、道路の拡張や建設に際し、自転車専用道に関する方針はあるのか。事業評価において道路の案件を審議したが、自転車専用道の話が無く、自動車の走行時間短縮などの便益に関する議論が多かった。

特に街中の道路では、周辺住民の生活との関わり合いがどうしても出てくると思うが、方向性として、どう考えているのか。
⇒［都市整備部交通道路室］
過去は歩道内に自転車歩行者道を整備してきたが、自転車と歩行者の事故多発を受け、自転車は、原則、車道を通行させるよう方針転換した。

新設道路は原則、車道内に青色着色した自転車道・自転車専用通行帯の整備や矢印の路面標示による車道の路肩を車と並走させる３パターンの整備手法で進めている。
この十三高槻線の正雀工区については、既に構造物が完成しており手戻り工事を避けるため、従来通り自転車歩行者専用で整備を進めることとしている。
○　既設道路を改修する場合は車道の中で車と自転車共用にせざるを得ないが、今後整備するものは、自転車レーンを設ける方針との理解で良いか。
⇒［都市整備部交通道路室］
近年の自転車事故の増加を受け、平成28年度に3ヶ年で総延長60kmの自転車レーンを確保する計画を策定し整備を進めている。さらに、市町村管理道路も含めた府内の自転車ネットワークの１０年計画を策定予定である。引き続き自転車の安全対策に取り組んでいく。
○　この地域の道路ネットワークが非常に狭隘・複雑、加えて正雀の操車場という大きな敷地により、大きく迂回しないと地域間の移動ができないなど課題を抱える中、このような基軸となる道路ネットワークが貫通することは非常に大きな意義がある。

１点目の質問としては、アンダーパスからオーバーパスに変更することのデメリットについて、地域住民や道路利用者に対して景観上の問題や縦断勾配など、定性的で良いので整理いただきたい。

2点目の質問としては、大阪高槻京都線の交通センサスの平成17年から平成27年の減少率が9％程度、一方、差分図における大阪高槻京都線の減少量が2600台、平成27年交通センサスの1万8000台程度に対して15%減となる。したがって、本事業によって交通センサスの減少量以上に減少させることが可能である。事業目的が大阪高槻京都線の渋滞解消であるため、可能であれば比率も添えて整理いただきたい。Q-V曲線なので、直ちに％だけ変えることに意味はないが、交通量が10％減れば、相当渋滞が減ると考えられるため、併せて整理いただきたい。その上での質問となるが、差分図における事業個所の交通量増加分が2万3700台、主に減少している大阪高槻京都線の2600台と相川駅から中央環状線に抜ける道路の7600台を合計すると１万台程度になる。単純に道路ネットワーク上で交通量がシフトしただけなら、1万台程度の減少に対し、本線では2万台程度増加していることとなる。この増加分の理由を教えてほしい。
⇒［都市整備部交通道路室］

差分図については、周辺道路が減少したことに加え、大阪中央環状線とも接続しているので、この道路を使って大阪市内方面へ向かう車が増加している。現道の交通渋滞の緩和については、割合等をお示しする。

正雀工区には、オーバーパスの箇所とアンダーパスの箇所がある。正雀川周辺では河川のアンダーパスをしている。周辺は住宅系であるためアンダーパスにより地域分断を解消し、景観にも配慮する構造を採用した。一方、阪急とのオーバーパスの箇所については、周辺が物流倉庫や大学であるため景観上の影響はあるかもしれないが、住宅系ではないことからオーバーパスを採用した。
○　アスクル倉庫や循環器センターなど周辺が開発され、莫大に人口が増えるであろうことは想定できるが、次回、北摂地域の開発状況も含めて説明いただきたい。
⇒［都市整備部交通道路室］
周辺の開発状況、社会の変化など具体的な例を示す。
○　差分図の増加や減少を把握する計算式があり、その元データとなるのが現状の交通量調査なのか。
⇒［都市整備部交通道路室］
平成17年度に各路線の代表地点で実際の交通量を計測し、それをもとに推計を行い、将来この道路ができた際にはどのように交通量が配分されるかというところを計算している。
○　平成17年の交通量調査から平成42年の予測をシミュレーションしているが信憑性はどうなのか。
⇒［都市整備部交通道路室］
交通量調査については5年に1度、平成17年、平成22年、平成27年に実施している。平成42年の交通量の推計に当たり、平成17年センサス時点のOD調査から平成42年にどの程度、交通が配分されるかを算定している。ネットワークを考えていく上で、それぞれの路線での交通速度や何台通れば飽和してしまい交通速度が落ちて迂回するなどを全てシミュレーションしている。この差分図は、正雀工区がある場合と無い場合でどれだけの差が出るかを示したものである。

計算シミュレーションについては、B/Cの元になるものであり、信憑性はあるという前提で進めている。
○　人口減少に伴い車を所有する人も減るといった傾向に向かっているのか。それとも、人口減少はあっても物流等で交通量の全体は減らないものなのか。
⇒［都市整備部交通道路室］

予測としては人口減少に伴い、交通量も減ると考えている。現時点で手元にある使えるデータとしては平成17年度ベースのOD調査しかないため、平成17年度ベースで平成42年の推計を実施している。国から、次の平成22年度ベースが出たばかりなので、それが推計上使えるものになっていない。平成22年度ベースで平成42年を推計した場合、さらに交通量が減少した推計になると考える。
○　各委員のご意見としては、差分図の元になる詳しい情報を提示いただきたいとのこと。平成42年の交通量は、ODベースを組み合わせて配分した結果であるため、単純にはできないが、例えば、差分だけでなく配分結果の大阪高槻京都線の24時間交通量などを示すなどで対応いただきたい。わざわざ再計算すべきではなく、過大になっていないことを確認できる資料を提示いただきたい。
⇒［都市整備部交通道路室］

データを確認する。
○　周辺の開発とそれに伴う誘発は含まれているのか。
⇒［都市整備部交通道路室］

アスクルなどは含まれず、吹田操作場などは含まれている。
○　何が含まれ、何が含まれていないのかも整理いただき、含まれていない周辺開発を見込むことによってどの程度増加するのか再計算するのではなく、ちょっと増えそうだといった感覚が掴める程度のものが必要。平成27年ベースで推計すると平成42年は減少するだろうと想定されるので、例えば単純に平成17年に対して平成27年でみると約10％弱減っているので単純に減ったらどうかみたいな説明が必要。

その状況で、大阪高槻京都線の交通量であれば、バイパスがなければ渋滞しているのかどうかを示していただきたい。
⇒［都市整備部交通道路室］

準備させていただく。全体の交通量が平成27年で8％減っているが、先ほど感度分析の説明もさせていただいたが、マニュアルに定めるプラスマイナス10％より大きめに20％便益が減ったと考えた場合でもB/Cは1.3程度でるものと試算している。配分交通量結果については、準備できる範囲で示させていただく。
◆［部会長］

将来予測の詳しい説明をいただくこととし、事業継続については、いかがでしょうか。各委員より事業継続の意向が示されたため、事業継続の方針については、今回お認めいただくこととし、次回、追加説明いただくこととする。
◆［部会長］

次に、街路事業である「都市計画道路　大阪岸和田南海線（府中工区）街路事業」の審議を行うので説明をお願いする。

◆［都市整備部交通道路室］

資料１－３「追加説明資料④」に基づいて説明。

（都市計画道路　大阪岸和田南海線（府中工区）街路事業）

　　・和泉市の中心部を南北に貫く主要幹線道路。
　　・整備の目的としては、ネットワーク機能の強化、歩行者の安全確保、防災機能の向上。
・本路線の整備により、既存道路への流入交通量減少による狭隘区間の歩行者の安全性が向上するとともに防災機能の向上を図るもの。

・主要地方道大阪和泉泉南線は、広域緊急交通路に指定されている。

・事業概要としては、延長０．９ｋｍ、全体事業費約４０億円。
・事業の進捗状況としては、府中工区の南側に位置する和泉中央線から国道480号までは部分供用済み。国道480号から市道府中阪本線までは用地買収が完了し、築造工事も完了している。残る市道府中阪本線から市道泉大津阪本線までは用地買収を進めるとともに買収済みの箇所から工事に着手する。

・費用便益比としては、総便益３６０．２億円、総費用４６．０億円、B/C=7.83となる。
・対応方針（原案）としては事業継続、理由としては、広域的な幹線道路ネットワークの強化、防災機能の強化、現道狭隘区間の歩行者等の交通安全確保などの必要性について変化がないことなど。
◆［部会長］

ご質問等はないか。

○　事業進捗状況の図（P6）における府中工区の北側の破線は。

⇒［都市整備部交通道路室］

計画路線となっており、未整備の状況。

○　用地買収が５件残っているとのことだが、対応方針（原案）において、事業用地は62%取得済みとある。あと５件が38%に該当するのか。

⇒［都市整備部交通道路室］
残件に大規模なものがあり、５件で38%となる。
○　完成目標は。
⇒［都市整備部交通道路室］

事業認可では31年度であるが、延伸を考えており、平成34年度でB/Cは算出している。
○　震災復興の再開発で道路を整備する際に用地買収が必要となったが難航し、結局、計画変更したこともあった。道路の場合、ほぼ１００％用地買収できるのか。

⇒［都市整備部交通道路室］

もちろんすぐに協力していただける方ばかりではないとは思うが、事業者側としては、丁寧な説明をさせていただき御協力を得られるように進めていきたい。

○　用地買収ができなかったことは今までなかったのか。それでないと、代替案立案の余地はないというのは難しい。

⇒［都市整備部交通道路室］

大阪岸和田南海線街路事業については、都市計画事業として事業認可を得て事業を進めている。事業認可を得た事業については、収用権が付与されるため、粘り強く丁寧に説明をしていくが、どうしても応じていただけないという場合については、収用も視野に100％の用地取得を目指していく。
○　本事業区間の北側区間が完成するとネットワークの観点から非常に大きな変化があり、広域緊急路としても効果が大きく上昇する。今後とのことだが、具体的にはいつ頃を予定しているのか。

⇒［都市整備部交通道路室］

大阪岸和田南海線は2工区で整備を進めており、本事業の府中工区と30年3月に事業認可を取得した上町工区。府中工区の北側については、この事業進捗を踏まえ時期を検討していくこととし、現時点ではいつまでにいつからというところは決定していない。上町工区の目途が立った段階で残りの区間に着手していきたい。

○　差分図で2つ質問がある。１つ目は、当該区間で3万7200台増えているが、並行する路線全部合計しても2万7000台程度、差の１万台は。

2つ目は、現道の大阪和泉泉南線、差分図ではマイナス8900台となっている。歩道空間が確保できない狭隘区間の交通量が減ること自体は良いことだが、沿道に商業が立地されている場合デメリットとなるため、沿道が住宅街であることを確認したい。特に大型トラックが減ると、この狭隘区間の解消効果が台数以上にメリットがある。減った交通量のうち、自家用車レベルが主に減るのか、大型トラックが減るのか。

⇒［都市整備部交通道路室］

差分図の増減だが、差分図に記載されていない路線がある。当該路線の東側に和田福泉線で5000台、さらに東側の三林岡山線で6000台ほど減になっている。

また、現道の利用用途については、基本的には住居である。

さらに、大型交通量が減るかどうかであるが、費用便益の走行時間短縮便益を求めたリンク交通量が、先程の大阪和泉泉南線8900台減のところをあらわしている。大型交通量としては、この表の普通貨物とバスが関連してくるが、バスが整備になしに比べて減っている。普通貨物の方は若干増えているが、小型貨物の方は半分程度になっている。あくまで交通量推計上であるが、このような結果が出ている。
○　この整備ありとなしの差のところで、その下に供用後の50年間とあるが、これは今後50年間を見据えたときに、ありとなしで差が出てくるということか。内容的には普通貨物が増えて、それ以外が減るとのことだが、単純に合計するとかなり減るが、将来的に交通量自身が大幅に減るからなのか。
⇒［都市整備部交通道路室］

この資料については、一つのリンクを例に挙げたものであり、大阪岸和田南海線を整備することにより、差分図のとおり多くの路線に影響を与える。これら一つ一つのリンクを全て合計するため、交通量が増加するところもあれば減少するところもある。減少した所に関して便益が出てくることになり、これを合計したものが最終の3便益の中での金額となる。
○　平成27年センサスでは、24時間交通量が8000台となっており、8900は減らない。平成17年センサスで12000台、当時は将来的に伸びると予想され、整備なしの場合に20000弱程度が想定されている。実際、平成17年から平成27年にかけて30%程度減っているので、この資料だけみると少し過大であるとの批判が有り得る。B/Cをみると、この数字が多少変更となったとしても１を切ることは無いが、本当に渋滞は発生しているかについて補足が必要。
⇒［都市整備部交通道路室］

交通量は30％程度減っているが、推計自体はまだ平成17年ベースしかないので、仮定として現在の便益360.2億が30％減り252億円程度になってもB/Cは5．48となる。

交通量、安全性への話としては、現道は写真のとおり道路際に家屋があり、有事の際に沿道の家屋が倒壊して通行出来なくなる可能性も想定されるため、バイパスを整備することで広域緊急交通路を確保したい。

○　バスも通っているのか。
⇒［都市整備部交通道路室］

通っている。
○　再計算が大変なのは理解しているが、現実的な数字であることを補足いただきたい。
○　大阪府都市整備中期計画において概成する路線として位置づけているとのことだが、大阪府都市整備中期計画は、いつからいつまでの計画なのか。

⇒［都市整備部交通道路室］

平成32年度までの計画になっている。

○　平成23年度から平成32年までの計画において概成する路線ということか。

⇒［都市整備部交通道路室］

期間は延伸するという説明をしたが、概成する路線として位置づけて整備を進めていくといった計画です。

◆［部会長］

本案件についても先ほどの事業と同様、将来交通量と現道大阪和泉泉南線の補足説明をいただくこととし、継続については、いかがでしょうか。残りの区間であること、便益が半分になったとしてもB/Cが４程度はあることなどから、お認めいただくということでどうでしょうか。

特に異論がないようなので継続についてはお認めいただくこととし、次回、補足説明いただくこととする。

◆［部会長］

　　本日予定していた審議は以上をもって終了する。
以上
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